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 設立年月日
 設立年月日

平成３年７月　　　　株式会社　とされいほく　設立

（１） 造林及び林木の育成に関する業務

（２） 木材生産、搬出、運搬に関する業務

（３） 治山、林道、作業道の測量設計、施行管理

及び工事請負業務

（４） 林道、作業道の維持管理に関する業務

（５） 林産物生産加工、販売に関する業務

（６） 緑化木生産販売、並びに緑化工事に関する業務

（７） 林業機械の技能研修会の企画業務

（８） 前各号に付帯する一切の業務

Ⅰ 損益計算書 Ⅱ 貸借対照表

営業収益 a
営業費用 b g
営業総損益 c=a-b
一般管理費 d
営業外収益 e
営業外費用 f
経常損益 g=c-d+e-f

特別利益 h
特別損失 i
法人税、住民税 j 令和８年度の主な事業と事業費 （単位：千円）

当期利益 k=g+h-i-j

前期繰越損益 l
当期未処分損益 m=k+l

Ⅲ 給与等支給状況

※県等からの派遣職員及び臨時・嘱託・非常勤職員等を除く

Ⅳ 県の財政支出状況

Ⅴ 負債の部のうち県の支援状況 （単位：千円） Ⅵ 役職員の状況

(１)役員数 (２)職員数

常勤役員
うち県派遣職員

非常勤役員

様式
経営状況シート

法人名： 株式会社とされいほく 主管課名： 森づくり推進課

所 在 地 　長岡郡大豊町川口２０４２番地１６ 資 本 金 133,100 千円
電 話 番 号 　０８８７－７２－１２３０ F A X番号 　０８８７－７２－０３３１ う ち 県 出 資 62,000 千円
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 　URL：http://tosareihoku.co.jp/ 県 出 資 率 46.6 ％
設立年月日 　平成３年７月９日 代表者職氏名 　代表取締役社長　下村　賢彦
沿 革

大豊町 13,400 千円
本山町 13,400 千円
土佐町 13,400 千円
大川村 13,400 千円
いの町 8,400 千円
他7 9,100 千円

（単位：千円） （令和７年度決算 ／ 単位：千円）

科　　　　　目 ６年度決算 ７年度決算 ８年度予算 資産の部 461,976 負債の部 101,361
336,706 340,327 287,590 流動負債 39,281
286,068 287,260 239,720 固定負債 62,080
50,638 53,067 47,870 正味財産の部 360,615
40,995 50,337 41,955 うち基本財産 133,100
9,521 25,266 5,900

0 0 0
19,164 27,996 11,815
10,214 4,134 1,000

0 12,500 860
5,290 4,171 3,580

24,088 15,459 8,375 事　　　　業　　　　名 事　業　費
0 0 0 林産事業（間伐、皆伐、支障木) 196,000

24,088 15,459 8,375 造林事業（切捨間伐） 0
生産基盤整備事業　（作業道開設) 37,830
その他事業 5,890

事業費合計 ＝ ｇ 239,720

（令和７年度決算 ／ 単位：千円）
報酬を支払っている役員数 報酬総額（年額） 平均年齢（R8.3.31時点） 平均給与（年額） 平均賞与（年額）

常 勤 役 員 １人　 8,400
非常勤役員 １１人　 520

（単位：千円）
６年度決算 ７年度決算 ８年度予算 備 考 （主な目的・内容）

補助金・負担金 37,135 52,253 20,366
貸付金 0 0 0
委託料 0 0 0

計 37,135 52,253 20,366

（令和８年４月１日現在 ／ 単位：人）

６年度末 ７年度末

理事 監事 計 プロパー職員 18
1 0 1 県派遣職員 0
0 0 0 県以外からの派遣 0

うち県職員OB 0 0 0 県職員OB 0
9 2 11 任期付職員・その他 0

うち県職員 1 0 1 小　　　計 18
うち県職員OB 0 0 0 嘱託・非常勤等 0

 計 10 2 12 臨時職員 0

合　　  計 18

備考：

（県以外の主な出資者）

流動資産 264,703

固定資産 197,273

うち当期正味財
産増減額 227,515

資産 計 461,976 負債正味財産計 461,976

職員（※） - - -

県貸付金残高 0 0 

債務保証残高 0 0 

損失補償残高 0 0 

設
立
目
的

　嶺北地域（大豊町、本山町、土佐町、大川村、旧
本川村（現在：いの町））は、豊かな森林資源を背
景に、国産材の安定供給基地化に取り組んでいる
ところであるが、その担い手である林業労働力は
過疎化の進行等により、減少・高齢化が顕著に
なっている。
　このような中で、公益的性格を持つ第３セクター
の株式会社を設立し、高性能林業機械の導入によ
る新しい作業体系により、林業生産の省力化、生
産性の向上、労働強度の軽減を図るとともに就労
条件の安定を図り、若者にも魅力ある職場作りを
推進し、林業生産活動を活発化する。

事
業
内
容


